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概要
　移動通信システムの伝搬路では、直接波以外にも建物や大地からの反射波が存在
する環境が一般的であり、受信点においてこれら複数の到来波が干渉しあうことに
よりマルチパスフェージングが発生する。マルチパスフェージングは、受信信号強
度の空間的な変動、伝搬経路の遅延時間差に起因するディジタル信号波形の歪み、
等を発生させ、その結果として通信品質が劣化する。本論文は、マルチパスフェー
ジングをモデル化するための伝搬モデルと、マルチパスフェージングが発生する環
境においてもより安定した通信を提供するためのフェージング対策技術を主たる研
究テーマとしている。
　伝搬モデルについては、マルチパスの遅延時間差に関する二つの伝搬モデルを提
案している。まず最初に、送信点と受信点が見通しとなる環境である仲上ライスフ
ェージングを対象とした遅延時間差に対する伝搬モデルを提案している。送受信点
間が見通し外となるレイリーフェージング環境に対しては、マルチパスによるディ
ジタル信号伝送特性に対する影響およびその影響をモデル化する伝搬モデルについ
て、本研究以前に既に明らかにされていた。それに対して本論文では、仲上ライス
フェージング環境におけるマルチパスの遅延時間差の影響を理論的に明らかにし、
それを簡易にモデル化する方法を新たに提示した。次に、遅延時間差に関するより
現実に近い伝搬モデルとして広帯域伝搬モデルを提案した。本モデルは、近年開発
が進められているCDMA移動通信システムへの適用を目指したものである。従来
方式に比べて広い帯域を用いて伝送するCDMAのような方式では、マルチパスの
遅延時間差に対する識別能力が高く、その結果として遅延時間差についてより現実
に即した伝搬モデルが必要となる。本論文ではこれに適用可能なモデルを提案して
いる。提案伝搬モデルの理論的根拠を示すとともに、CDMA移動通信システムに
おけるシステムシミュレーションへの適用方法を明らかにした。また、屋外フィー
ルド実験結果と、シミュレーションによる評価結果の比較を行い、本提案モデルの
妥当性を確認した。
　マルチパスフェージングの対策技術については、CDMA方式を対象とした二方
式および海事衛星通信を対象とした一方式を提案した。それぞれの提案方式の原理
について理論的考察を行うとともに、その性能に関する定量的評価を行った。二つ
のCDMA移動通信システムを対象とした方式は、両者ともスペースダイバーシチ
受信とCDMA方式が本来有しているRAKE受信技術を組み合わせたものである。
この両方式の原理を述べ、広帯域伝搬モデルを用いたシミュレーションを行うこと
によって性能を明らかにした。海事衛星通信システムを対象としたフェージング対
策方式は、移動局側でのスペースダイバーシチ構成と開ループのアンテナ制御を組
み合わせたものであり、対象とするシステム内の誤り訂正符号の効果を促進させる
ことによってマルチパスフェージングの影響を低減するものである。この方式の性
能を計算機シミュレーションにより定量的に評価した。
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1．序論
1．1研究の背景
近年、移動通信サービスは国内外を通して飛躍的に発展している。図1．1は代表
的な移動通信サービスである携帯電話と自動車電話をあわせた移動電話口1サービ
ス、およびPHSサービスについて、日本国内における過去10年間の加入者数の推
移を示している［1］。同サービスの総加入者数は西暦1999年中に5000万人を突破
し、今後もその加入者数をさらに増加させるものと予想されている。
加入者数
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図1．1日本国内における移動電話サービスとPHSサービスの加入者数の推移
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図1．1において、1995年頃から加入者数が飛躍的に増加したことがわかる。これ
には、収容可能な加入者数を増加させる新しいシステムおよび技術の開発ととも
に、端末の売り切り制の導入および新規通信事業者（NCC）の市場参入によって通
信料金が急激に低下したことなどが理由に挙げられる。また、大幅な加入者増ぽ
主にディジタル方式の新規加入者獲得によって実現されていることがわかる。
移動通信は無線伝送路を用いる通信である。その通信容量は使用可能な周波数
帯域幅によって制限される。図1。1に示したような急激な加入者増に対応するため
注1{論文では、携帯電話と自動車電話の総称として「移動電話」と呼ぶ。この言葉はたとえば文献［2］等に
おいて使用されている。
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に、有限な周波数帯域を効率的に使用可能な新しい移動通信方式の研究開発が精力
的に進められてきた。この研究開発には、端末側の技術から、基地局およびネット
ワークの技術、さらには効率的なアプリケーションの開発まで種々の要素が含まれ・
る。
本研究が最終的に目標とするものも「有限な資源である周波数の有効的活用」で
ある。本研究では、この目的を実現するために克服しなければならない種々の課題
の中から、移動通信が用いる無線伝搬路部分に焦点をあてる。
なお、移動通信サービスには、移動電話サービスおよびPHSサービスの他、短
メッセージを主目的とする無線呼び出しサービス（ポケベル）、業務用を主目的とし
たMCAサービス、衛星を用いた移動通信サービス（陸上移動、航空、海事）等も含
まれる。本研究ではその中から、移動電話サービスやPHSサービス等を提供する
地上系移動通信システムと、海事衛星通信システムを対象とする。
1．2移動通信システムの概要
移動通信システムでは限られた周波数を用いて多くの加入者を効率的に収容する
ために種々の技術が用いられている。ここではそれら技術の中から本研究にとって
関連の深い幾つかの技術の概要を説明する。
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　　　　　　　　　　　　　　　セル半径
1つの基地局の　　　　　　　　　　　　移動電話：1km～10km程度
サービスエリア　　　　　　　　　　PHS：数十m～数百m
（＝セル）
　　　図1．2セルラ型移動通信システムの概念図
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移動電話システム、PHSシステム、　MCA無線システム等の陸上移動通信システ
ムでは、セルラ（Cellular）方式と呼ばれるシステム構成が用いられている。セルラ
方式は、目標とする全体のエリアを、複数の基地局によるサービスエリアを用いて
カバーする方式である。図1．2にセルラ方式の概念図を示す。全体のセル配置が動
物の細胞の配置のように見えることから、一基地局のサービスエリアをセル、この
ようなセル配置方式自体をセルラ方式等と呼ぶ。米国等では、単に「セルラ」とい
う言葉カミー般の日常会話において直接携帯電話を指す言葉として広く使われてい
る。セルラ方式において、ある一つのセルにおいて使用した周波数は、干渉を生じ
ない程度に十分離れた別のセルにおいて再使用することが可能である。これによっ
て周波数利用効率（単位周波数帯域あたりに収容可能な加入者数）を高めることがで
きる。セル半径は、移動翻システムで通常1㎞から10km程度、　PHSシステムで
は数十rnから数百m程度、　MCA無線システムでは一般に移動電話システムよりも
やや大きい。PHSシステムのようセルを小さくすることによって、一つの周波数
のくり返し使用頻度が向上し、システム全体として周波数利用効率を向上させるこ
とが可能である。このようなシステム設計法を「マイクロセル方式」と呼ぶ。最近
ではさらに小規模なセルを用いる「ピコセル」の概念も提案されているが、小セル
化は一定のエリア全体をカバーする基地局数を増加させるので、経済性の観点から
はトレードオフとなる。マイクロセル方式に比べて比較的セル半径の大きい移動電
話システムやMCA無線システムのセルは「マクロセル」と呼ばれることがある。
表1．1各移動電話システムおよびPHSシステムの技術概要
システム
アナログ
ｩ動車電話 TACS PDC PHS cdmaOne
周波数 800MHz帯800MHz帯800MHz帯P．5GHz帯1．9GHz帯800MHz帯
多重化方式 FDMAFDMATDMATDMACDMA
変調方式 アナログ@（FM）
アナログ
@（FM）
ディジタル
iπ／4－QPSK）
ディジタル
iπ／4－QPSK）
ディジタル
@（QPSK／
IフセットQPSK）
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システム名 79 90 91
　西暦（1900年代）
X2　93　94　95，697 98 99
アナログ i
…
自動車電話
TACS
8bOM白z帯』PDC 1βGH・帯：
PHS
cdmaOne i
図1．3各システムの時間的変遷
　前節で述べたようにこれまで移動電話システムはアナログ方式からディジタル方
式へと移行してきた。表1．1はこれまでに日本国内で使用されてきた移動電話シス
テムおよびPHSシステムの技術概要を、図1．3はその時間的変遷を示している。
　日本電信電話公社および民営化後のNTrにより独占的に移動電話サービスが提
供されていた時代には、アナログ自動車電話方式［3］が使用された。次いで、NCC
が非NIT方式でありヨーロッパ発祥のアナログ方式であるTACS方式［4］を採用し
た。これらのアナログ方式では各通信チャネルは使用する無線周波数によって分別
されており、この方式はFDMA方式と呼ばれている。
1995年以降の大きな加入者増をもたらしたのは1993年以降に導入されたディジ
タル方式である（図1．1参照）。国内では、主にMT（その後N1：丁移動通信網株式会
社）により開発されたディジタル移動通信方式PDC方式［5］が最初に用いられた。
PDC方式は、当初それまでのアナログ方式に近い800MH乞帯で使用されたが、そ
の後NCCの参入に伴って1．5GH乞帯も新たに開拓された。　PDC方式は、ディジタ
ル技術によって実現が容易となったTDMA技術や音声符号化技術の採用により、
アナログ方式よりも高い周波数利用効率を実現した。PDC方式の周波数利用効率
は、後述のIMr－2000システムの性能評価基準としても使用される程の高水準なも
のであった。
その後、簡易型携帯電話と捉えられるPHS［6］が実用化された。　PHSもPDC方式
同相紅DMへ方式によるディジタル移動通信システムであり、最高32kbpsの高速デ
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イジタル伝送を実現した。基地局設備の小型化／低廉化および固定ISDNを活用し
た簡易なネットワーク設計方式を採用し、世界に先駆けてマイクロセルの概念に基
づいた大規模システム構築を実現した。
　1998年には、新たなディジタル方式であるCDMA方式を用いたcdmaOne方式
［7］のサービスが開始された。CDMA方式は「スペクトル拡散通イ訪式」を移動通
信の多元接続に応用したものである。スペクトル拡散通信方式は、情報信号をその
信号帯域よりも広い信号帯域に「拡散」して送信し、それを受信側でもとの信号帯
域に逆変換（逆肱散）することによつで盾報を伝送する。セルラ型移動通信システム
へのCDMA方式の適用によって、従来のFDMA方式やTDMへ方式に比べて高い周
波数利用効率を実現できると言われている［8］。さらにCDMへ方式では、干渉キャ
ンセラやスマートアンテナ等の高機能技術を採用することにより大幅な容量の増加
が可能とされており、近年この分野の研究開発が盛んに行われている［9，10］。
cd㎜One方式は1チャネルあたり1．25MHzの無線周波数帯域を使用している。こ
れは、CDMA方式の中では「狭帯域」と分類される。これに対して、5MHz程度
以上のより広い無線周波数帯域へと情報信号を拡散する広帯域CDMへ方式が2000
年現在検討／開発されている。より広い帯域を使用することにより高速な通信を実
現するとともに、より高い信号処理利得によって周波数利用効率を向上させること
ができる、とされている［11］。現在IMr－2000の標準化が世界規模で進められて
いるが、そこで提案されている方式の多くは広帯域CDMA方式を基本としたシス
テム構成である。IMr－2000は、アナログ方式（第一世代）、　PDC方式やcdmaOne
方式等の初期のディジタル方式（第二世代）に続く第三世代の移動通信システムと捉
えられており、汎世界的な統一標準方式、高速マルチメディア移動通信サービスの
実現、等をその目的として現在標準化の最終局面に入っている注2。
1．3移動通信システムにおけるマルチパスフェージング
一般に移動通信システムでは、通常の直接波による伝搬路以外に建造物や大地面
からの反射波、回折等等による伝搬路が存在する。それらの電波が相互に干渉を生
じることにより複雑な特性をもった伝搬路となる。図1．4は、（a）地上系移動通信シ
ステム（携帯電話やPHS等に代表されるシステム）および（b）海事衛星通信システム
注2ｻの後標準化が進み、2000年に、欧州勢が推すDS－CDMA（Direct　Spread－CDMA）と、主に米国が中心
となって開発されたMC－CDMA。（Multi　Carrier－CDMA）の二本立てとして標準化が完了した。
　　　　　　　　　　　　　　　　一5一
を例として、移動通信システムにおける伝搬状況を模式的に示している。図1．4に
おいて、移動局に到達する電波の到来角度は直接波およびそれぞれの反射波ごとに
異なり、移動局付近の領域では合成信号の強度が空間的に変化する定在波環境にな
る。この環境内を移動局が移動することにより受信信号強度の時間的変動が観測さ
れる。到達経路の異なる複数の電波が干渉しあって生じるこの信号強度変動はマル
チパスフェージング（Mt且tipath　fadtng）とロ乎ばれる。ここでは移動局側受信の場
合を用いて例示したが、移動局側送信／基地局（衛星局）側受信の場合においても同
様に受信側でマルチパスフェージングが生じる。
建造物
衛星局
海面反射波
直接波
船舶移動局
　　　　　地面　　　　　　　　　　　　　　　　海面
（a）地上系移動通信システム　　　　　（b）海事衛星通信システム
　　　　図L4移動通信システムにおける伝搬状況を示す模式図
本論文ではこの移動通信システムにおけるマルチパスフェージングを研究の主対
象とし、特に、以下の二点について詳細に検討する。
・広帯域伝送システム用の新しいマルチパスフェージングモデル
・マルチパスフェージング抑圧のための対策技術
以下、それぞれの研究の内容について述べる。
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1．3．1広帯域伝送システム用マルチパスフェージングモデル
移動通信システムを含む無線通信システムの通信品質は伝搬路の送受信点間の伝
送特性に依存する。したがって、移動通信システムに適した無線通信方式を評価／
開発するためには、フェージング特性を定量的に把握し、それを適切にモデル化す
る理論が必要となる。
Clarke［12］およびIakes［13］は、送受信点間が見通し外となり直接波が受信で
きない環境におけるマルチパスフェージングについて、レイリーフェージング
（Rayleigh　fadi㎎）の理論を構築した。彼等の研究によって、見通し外環境におけ
る受信信号の強度および位相変動特性、時間変動の周波数特性、空間相関特性、等
の理論が整備された。さらに、見通しがあり直接波が受信可能となる場合について
は、信号強度変動特性が仲上一ライス分布に従うフェージングとして仲上一ライス
フェージング（Nakagami－Rice　fadt㎎）モデルが体系化された。その周波数およ
び空間相関特性に関する理論も近年研究が進められている［14，15］。これらのフェ
ージングモデルは現在でも移動通信システム設計の基礎理論として使用されてい
る。
JakesおよびClarkeのレイリーフェージングモデルおよび仲上一ライスフェージ
ングモデルは、音声信号帯域程度の比較的狭帯域な信号伝送を行うアナログ方式に
対しては十分なモデルであった。しかしながら、移動通信伝搬路におけるディジタ
ル信号伝送特性の研究の結果、ディジタル伝送方式の信号伝送特性に対してマルチ
パス波の遅延時間差が大きな影響を与えることが明らかとなった［16－18］。マルチ
パス波の遅延時間差とは、マルチパスフェージングを構成する個々の直接波や反射
波の伝搬路の経路長の差によって生じる信号到達時間の差、つまり伝搬遅延時間の
差である。マルチパス波の遅延時間差はそれまでの伝搬モデルには含まれない概念
であり、伝送方式のディジタル化によってこれをモデル化する伝搬モデルが必要と
なった。さらに、伝送されるディジタル信号が高速化され、信号帯域が広帯域化す
るに伴って、遅延時間差の影響は顕著となる。これに対応するために、見通し外の
レイリーフェージング環境を対象とした2波モデル等が提案され、特性の評価に使
用されてきた［16－18］。2波モデルは、マルチパス波の遅延時間差が伝送するディ
ジタル信号の1周期（シンボル長）に比べてある程度小さい場合には、伝送特性評価
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に対して十分な性能を有しており、現在でも広く使用されている。しかしながら、
見通し内で安定した直接波が存在する仲上一ライスフェージング環境に対しては、
ディジタル信号伝送特性の決定に対して支配的となる伝搬パラメータについての研
究、および仲上一ライスフェージングに適した遅延時間差を考慮できる伝搬モデル
の研究は進んでいなかった。本論文における最初の研究では、仲上一ライスフェー
ジング環境における、ディジタル信号伝送特性に対するマルチパス波の遅延時間差
の影響を理論的に明らかにするとともに、これに立脚した等価伝送路モデル（遅延
時間差に対する伝搬モデル）を提案する。
さらに、近年になって移動通信システムにスペクトル拡散方式に基づいた
CDMA方式を用いる構想が提案されてから、マルチパス波の遅延時間差について
より正確なモデルが必要とされるようになってきた。CDMA方式では、従来の伝
送方式に比べてより広い帯域を用いた信号伝送が一般的であり、その結果としてマ
ルチパス波の遅延時間差に対する高い識別／分解能力が得られる。CDMA方式で
は、この性質を利用したRAKE方式という通信品質改善技術が使用されている。
RAKE方式を含むCDMA方式の信号処理の性能を正しく評価するためにも、マル
チパス波の遅延時間差についてより正確なモデルが必要とされた。さらに、将来の
通信速度の向上に対応するために、CDMA方式を含む移動通信方式全般について
より一層の広帯域化が予想されており、このような伝搬モデルの必要性は今後もさ
らに高まっていくと予想される。
遅延時間差を考慮した伝搬モデルとしては、1970年頃からTurin［19］、
Hasherr疵20］、　Suzuki［21］等によって提案されたモデルがある。　Hashemiと
Suzukiのモデルは、計算機シミュレーションを対象としたモデルであり、ある特
定の実測データをベースとして、その環境を計算機シミュレーション内で再現する
方式を基本としていた。彼等の研究は1970年代から1980年代にかけて行われてお
り、CDMへ方式の登場によって遅延時間差を重視した伝搬モデルの必要性が叫ば
れ始めるよりも以前にそのような研究を行った先見性は評価されるべきものであっ
た斌当時の狭帯域伝送方式の特性評価には前述の2波モデル等の簡易なモデルで
十分な能力を有していたため、広く一般に使われる伝搬モデルと成るには至らな
かった。また、発生されるデータが特定の環境における実測データに基づいていた
ため、そのモデルを使用して得られた結果の普遍性が完全とは言えないという問題
もあった。彼等の研究以降は、2波モデルを拡張し、マルチパス波の数を増加させ
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た複数波モデル［22］等も使用されてきた。
　これに対して本研究では、これまでに実測結果に基づいて明らかにされてきた伝
搬理論（ClarkeおよびJakesのレイリーフェージング、仲上一ライスフェージン
グ、移動通信環境におけるマルチパス波の遅延時間差に関する一般的な特性、等）
に立脚した、CDMA方式のような広帯域伝送システムにも適用可能な新しい理論
的伝搬モデル（広帯域伝搬モデル）を提案する。本モデルは、遅延時間差を伴った反
射波伝搬路の時系列を確率的に発生させるものであり、SuzukiやHashemiのモデ
ル同様シミュレーションへの適用を前提としている。ただし、ある一つの測定デー
タに基づくモデルではなく、多くのデータを解析して得られた伝搬特性の統計的性
質をベースとしている点が異なり、その観点では「より普遍的な」モデルであると
言える。
また、本研究では、広帯域伝搬特性の解明および提案した伝搬モデルの評価を目
的として屋外フィールド実験を行っている。この測定結果と提案する広帯域伝搬モ
デルとの対応についても明らかにする。
1．3．2マルチパスフェージング抑圧のための対策技術
マルチパスフェージングによる信号強度変動は、見通し外環境であるレイリーフ
ェージングの場合、数十dBの受信信号強度の低下となり著しい通信品質の劣化を
もたらす。この対策として、ダイバーシチ受信［23］、誤り訂正符号［24］、等の対
策技術がこれまでに開発されている。本論文の後半では、これら既存の対策技術を
踏まえ、その性能をさらに向上させるフェージング対策技術を提案する。また、本
研究において提案した伝搬モデル等を用いて、提案フェージング対策技術の性能を
定量的に評価する。具体的には、CDMA移動通信システムを対象とした二種類の
マルチパスフェージング対策技術、および、海事衛星通信用のマルチパスフェージ
ング対策技術を提案する。
既に述べたように、CDMA方式にはRAKE方式が適用可能である。　RAKE方式
は、CDMA信号の広帯域特性を活用してマルチパス波をCDMA信号の1チップ長
（拡散符号の1シンボル長）ごとに分解し、それを再合成する。異なった伝搬路を経
て受信点に到達する信号は信号強度の時間変動特性がそれぞれ独立であるとみなせ
るので、それらを合成することによってダイバーシチ効果が得られる。マルチパス
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の分解／再合成によって実現されるこのダイバーシチはパスダイバーシチと呼ばれ
る。これによってマルチパスフェージングによる受信信号強度変動の落ち込みを抑
圧する効果が得られる。通常用いられるスペース（空間）ダイバーシチ受信では複数
のアンテナが必要であり受信装置規模の増大が避けられないのに対して、RAKE方
式は信号処理のみによって実現可能であり複数アンテナ構成を必要としない。
RAKE方式が有効に機能するためには、マルチパス波の遅延時間差がCDMA信号
の1チップ長よりも大きいことが必要となる［25］。しかしながら、現在日本および
アメリカ等で使用されているCDMへ方式であるcdmaOneシステムでは無線信号
帯域が比較的狭帯域であり、この条件が必ずしも満たされるとは言えない。その結
果、実環境ではRAKE機i能が十分に機能しない場合も想定される。　CDMA移動通
信システムを対象とした二つの方式は、両方式とも、任意の環境においてCDMA
方式が元鮪する㎜受1訪式を有効に機禽旨させることによってフェージング抑
圧を実現するものである。
海事衛星通信を対象としたフェージング対策技術の提案は、端末側でのスペース
ダイバーシチ構成と開ループ制御を組み合わせたマルチパスフェージング対策方式
である。ここでは海事衛星通信を対象としてその方式の性能について定量的に評価
しているが、提案している方式の概念自体は地上系移動通信を含む全てのディジタ
ル移動通信システムに適用可能である。
1．4本論文の構成と概要
2章仲上一ライスフェージングモデル
3章広帯域伝搬モデル
，ミ㍉，繰研、’　　　　　「
賴n局（衛星局）
醗疏
　博三1
ｲ・麟，
　　高畠F　　《瀞’1イ
で騰
．㌦肝
蒸蒸垂
：Z＝噛 移動局
ベース　　　変復調バンド部　　回路部 高周波　。．．
?H部
テ∵1・・い 高周波
?H部
変復調　　　ベース
?H部　　バンド部
　　4－5章CDMA方式用　　　　　6章海事衛星通信用
　　　　フェージング対策技術　　　フェージング対策技術
図1．5移動通信システムにおける本論文の対象部分
一10一
　これまでに述べたように、本論文は移動通信におけるマルチパスフェージングに
対する伝搬モデルとその対策技術に関する研究をまとめたものである。図1．5は、
本研究の各研究項目が移動通信システムの中でどの部分を対象としたものであるの
かを章ごとに示している。以下、本論文の概要について述べる。
第2章では、まず最初に本論文の理論展開の基礎となるフェージング理論につい
て概説する。そして、仲上一ライスフェージング環境下におけるディジタル伝送特
性について理論的に解析するとともに、この特性を簡易に評価可能な新しい伝搬モ
デルを提案する。このモデルは、マルチパスの影響によって生じるディジタル信号
の符号問干渉誤り特性を推定することを目的としたものである。ここで提案するモ
デルには「統計的表現」と「瞬時表現」がある。実際のシステム性能評価等の目的
に必要とされるものは平均ビット誤り率等の統計諸量である。また、フェージング
状態は一般にその統計的パラメータを用いて表現されることが多い。したがって、
一般的には統計的表現の方がより実用的である。瞬時表現は、より詳細な特性の評
価を可能とするとともに、統計的表現の理論的根拠を与えるものである。本章で
は、提案する伝搬モデルの理論展開を行うとともに、その妥当性を計算機シミュレ
ーションによって評価する。
第3章では移動通信システムにおける広帯域伝送方式の評価に適した伝搬モデル
を提案する。まず最初に、このような伝搬モデルの必要性を述べる。本モテリレの主
な用途はCDMA移動通信システムであり、この用途に必要となる伝搬モデルの諸
性質について述べるとともにこの性質を満足する伝搬モデルを提案する。さらに、
ここで提案された伝搬モデルをCDMA移動通信システムに適用する場合の解析手
法を示す。また、本モデルの伝送帯域幅を狭帯域とした場合の例を示し、従来の狭
帯域フェージングと整合する性質を有していることを示す。屋外フィールド実験に
おいて取得されたデータと、本提案モデルによって予測されるデータを比較し、本
提案モデルの妥当性についても検：討する。
第4章および第5章は、CDMA移動通信システム用のフェージング対策技術を提
案している。また、3章において提案された伝搬モデルを用いてその性能の定量的
評価を行っている。
第4章では、スペースダイバーシチ受信と遅延回路を組み合わせることによって
CDMA方式のパスダイバーシチ効果を促進させ、特に伝搬路の遅延時間差が小さ
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いマイクロセルCDMA移動通信におけるマルチパスフェージングの軽減に有効な
基地局用アンテナシステムを提案する。その性能を定量的に評価するとともに、本
提案方式を実現する構成例を示す。
第5章では、基地局側でのスペースダイバーシチとパスダイバーシチ効果を最大
限に引き出すことのできる複合㎜方式を提案する。本方式は、スペースダイバ
ーシチ構成を備えたCDMへ移動通信基地局において、スペースダイバーシチブラ
ンチおよびパスダイバーシチブランチの中から最適なブランチを複数選択し、それ
を最大比合成するものである。この提案方式の性能を明らかにするとともに、本方
式によるCDMA移動通信システムの容量増大への寄与について考察する。性能評
価については、3章で提案された伝搬モデルによるシミュレーションとともに、屋
外フィールド実験データによる評価も行う。
第6章では、海事衛星通信システムを対象として、端末側でのスペースダイバー
シチ構成と開ループ制御を組み合わせたマルチパスフェージング対策方式を提案す
る。ここで提案している方式の構成は海事衛星通信を対象としたものであり、その
性能評価は海事衛星通信回線を前提として行っているカミその方式の基本概念自体
は海事衛星回線以外の他のディジタル通信回線にも使用可能である。
第7章は、本論文の結論であり、本研究によって得られた主要な結果を要約す
る。
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2．仲上一ライスフェージング環境の等価伝送路モデル
本章では、周波数選択性仲上一ライスフェージング環境下におけるディジタル伝
送特性を簡易に推定可能な伝搬モデル（等価伝送路モデル、以下Erpモデルと表記）
を提案する。まず、最初に、本論文全体の基礎となるフェージングの理論について
概説し、その後提案モデルに関する議論を行う。
2．1移動通信環境における電波伝搬の基礎理論
2．1．1移動通信環境における電波伝搬
図2．1移動通信環境の伝搬路を示す概念図
移動通信環境の典型例として図2．1に概念的に示すような市街地環境を考える。
移動通信は市街地のみならず、郊外地、開放地等でも行われる。しかしながら、一
般にユーザー密度の高い市街地環境の方がシステム設計にとって重要となる。ま
た、市街地環境は送受信点間が見通し外となる場所率が他の環境に比べて高く、さ
らに、反射、回折によるマルチパス波の影響もより大きくかつ複雑であり、伝搬モ
デルの重要性も大きい。これらを考慮して、本研究では検討の主な文橡を市街地環
境とする。
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建造物が林立する市街地環境では、送信アンテナから受信アンテナまでの見通し
を確保することが一般的に困難であり直接波を受信することができない場合が多
い。このような環境は「見通し外環境」となり、送受信点間の伝送路は周囲の建物
や大地からの反射波や回折波等によって構成される。また、直接波が受信可能な
「見通し環境」においても直接波に反射波等が干渉する伝搬路となる。このような
伝搬路はマルチパス伝搬路または多重波伝搬路と呼ばれる。
信号強度
瞬時変動
信号強度
シャドウイング
移動局の変位
信号強度
距離特性
移動局の変位
　0．1　　0．2　　　　0・5　　　1　　　2　　　　　5　　　10　距離（km）
図2．2移動通信環境における受信信号強度変動の3要素
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移動通信環境における受信信号強度変動は・その統計的1生質および発生要因から
次の3つの要素に大別される・図2・2はこれら3要素を概念的に示している・
　山に・　るw土ξ壷　　　の亦
奥村カーブ［26］（または秦の式［27］）あるいは市街地を対象とする坂上等の式
［28］等によって与えられる。距離特1生による平均電界強度の変化ぽ送受信点
間距離の1．5～2乗に反比例することが経験的に知られている。
環」音のし　へい廿の　さに　　　る一目量目　　豆×日　　直の　拍・亦動
移動局の周囲のしゃへい効果の強さ（シャドウイング）に依存する受信信号強度
短区間中央値の相対的変動を表す。その強度変動の分布は標準偏差6～7dB程
度の対数正規分布となり［26，29］、周囲の建造物と同程度（～30m程度）のスケ
ールで空間的な変化がある。
マル　パスフェージン“
マルチパス環境における移動局の移動に伴って、合成受信信号の包絡線の大き
さが短周期で変動する。その性質上、変動の周期は半波長以上である。
なお、本研究では、特定の地形／環境に依存しない一般的な伝搬特性の統計的性
質をモデル化することを目的とする。本手法の他に、地図データや建物高データを
用いて実際の具体的環境における送受信下問の直接波／反射波等を推定し、決定論
的に信号強度変動を議論するレイトレーシング（Ray－traci㎎）［30，31］を用いた電
波伝搬の検討手法があるが。本論文では、より一般的な伝搬理論を統計的手法に
よって検討することを目的とする。
2．1．2狭帯域信号に対するマルチパスフェージングの理論モデルーレイリーフェ
ージングモデルと仲上一ライスフェージングモデル
一般に、マルチパスフェージングの強度変動は遮蔽の強さによる短区間中央値変
動および距離による平均強度変動に比べて十分緩慢に変化する。以下、マルチパス
フェージングの理論について説明するが、ここでは遮蔽の強さによる短区間中央値
変動および距離による平均強度変動は無視できるものと仮定し、議論をマルチパス
フェージングのみに限定する。この仮定が成立するのは一般に数十波長程度以下の
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距離内である。以下の議論において用いる分布関数や平均値等の統計処理は特に
明記しない場合には、この領域内での空間的サンプル値、または、または炉v∫、v：
移動局の移動速度（定速）、として時間的サンプル値をもとにして計算したものとす
る。
　ここで、図1．4に示したようなマルチパス伝搬路について考える。このような環
境において、直接波、反射波等を単一の平面波と仮定する。実環境の伝搬路では、
直接波は厳密には平面波ではなく、また単一の建造物からの反射波であっても、そ
の建造物を構成する個々の部分（壁、窓、看板等の突起物、内部の設置物、等）から
の反射波や、建造物端の回折波等の合成の信号となるので、単一平面波とはならず
一種のマルチパス波となる。本研究では議論を簡単化するために個々の直接波、反
射波は単一な平面波であると仮定する。
　このような領域において受信移動局が速度vで直線上に移動した場合を考える。
この状況を図2．3に示す。到来する平面波の総数を瓦’番目の平面波の振幅、基準
点での受信信号位相および平面波の入射角をそれぞれα∫、a、埆とする。θ∫は、各
伝搬路艮分の位相の回転の結果として与えられるが、移動通信システムでは一般に
波長に比べて伝搬路長がはるかに大きいため、θ∫は［0，2π）の範囲で一様分布と考え
てよい。
平面濾
強度：αε
0での受信位相：q
?
　　速度：v
0
図2．3マルチパス環境
基準点通過後時間’だけ移動局が移動した地点における受信信号強度E（∫）は（2－1）
式のように表せる［32－34］。なお、遮蔽の強さによる短区間中央値変動および距離
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による平均強度変動は一定値であると仮定しているので、振幅αεはこれらの部分の
値を含んでいる。
Eω＝
（協≡彗（砺）司，
，
2??????．????????2?????　　???
（2－1）
ここでλは波長である。見通し外の環境では、各波の振幅α，および位相φ，の確率分
布はそれぞれの到来波に対して等しく、かつそれらの変動はそれぞれの波の間で独
立であると考えられる。したがって、到来波魏が十分大きければ中心極限定理に
　　　　　　　　　　レ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ドより（2－1）式最右辺のΣα、cosφおよびΣα、si吻は、どちらも平均値が0で等しい分
　　　　　　　　　’＝1　　　　　　　’＝1
散を有する互いに独立な正規分布に従う確率変数となる。この分布の分散をσ。2と
すると、σン2は（2－2）式のように示される。
，
???????
ニ
?2n，?
??????
二
??
OC
????????＝2　　　　t???
??＝??
（2－2）
ここで（・）は平均を表す。この場合、その瞬時振幅E（のの確率密度関数PR。y1。勧は
（2－3）式に示すレイリー分布にしたがう。したがって、このような環境における瞬
時変動をレイリーフェージングと呼ぶ。
副＝卸←差）・佐≧・）・ （2－3）
　ここまでは見通し外環境について議論したが、送受信アンテナ問に見通しがある
場合には反射波等の散乱波に加えて比較的安定な直接波が存在する。このような
伝搬路は1つの定常波とレイリーフェージングの合成となり、瞬時振幅の確率密度
関数は仲上一ライス分布となる。このマルチパスフェージングは仲上一ライスフェ
、ジングと呼ばれる。仲上一ライスフェージングの受信信号強度Eの確率密度関数
P〈殿は（2－4）式によって与えられる。
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ρ梱（E）＝卸IR劉欄・（E≧・）・ （2－4）
ここでノ。は第1種0次の変形ベッセル関数であり、Rは定常波成分の振幅である。こ
の場合の直接波電力と反射波等の電力の比、すなわち、R2／（2σ。2）を、ライスファ
クタ、Kファクタ、等と呼ぶことがある。なお、レイリーフェージングは定常波の
強度を反射波強度に比べて無視できる程度に小さくした仲上一ライスフェージング
と考えることができる。
2．1．3遅延時間差による伝搬路の表現一インパルス応答、遅延プロファイル、遅
延スプレッド
建造物
送信アンテナ
團國
伝搬路一1
伝搬路一2
????? ???二
伝搬路一1の遅延時間：τ1（＝0）
伝搬路一1
伝搬路一2
伝搬路一3
遅延時間差
　　　　　　　　　　　　　τ1　　ち
図2．4伝搬路の遅延時間差を示す概念図
?
マルチパス伝搬路では個々の伝搬波の到来経路が異なり、その結果、送受信間経
路長が異なる。そのため、マルチパス伝送路の受信信号は異なった到着時間を伴っ
て到来する電波の合成信号になる。この経路差に起因して生じる個々の伝搬路の到
着時間差を遅延時間差と呼ぶ。図2．4に示すように、遅延時間差は通常最短経路の
到着時間を基準として表すことが多い。
移動局の移動に伴って時事刻々と変化する伝搬路の瞬時瞬時の遅延時間差特性を
表現するのがインパルス応答（㎞pulse　response）である。ここでは、遅延時間差
を変数τで表し、移動局が時間’に受信する伝搬路のインパルス応答を奴τ，のとす
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る。
インパルス応答が伝搬路の瞬時特性を示すのに対して、遅延プロファイル
（Delay　prOfne）は伝搬路の遅延時間差特性の統計的表現である。遅延プロファイ
ルP‘τ）は、インパルス応答を用いて（2－5）式で定義される・
P（・）≡（咽惚））， （2－5）
ここで＊は共役複素数である。インパルス応答は遅延時間差に対する複素包絡線を
示す関数であるのに対して、遅延プロファイルは電力分布を示す関数である。
受信電力
遅延スプレッド：％
（遅延プロファイルの標準偏差）
　，1、　P（の
　　　　1、　，撚
　　　　　　験雛棚
　離，　4　　　。　　鱗騨　　　　　　　鮮，　蒙
　」鱒　　吻靴bミ　＿　　，＿＿㌔　達㌔㌔鴇一晒＿㌔㌔
　　　　　　　　　　　　遅延時間差
図2．5遅延プロファイル
図2．5は遅延プロファイルを模式的に示している。これまでに行われた測定の結
果、指数関数型、2波型、一回分布型、等の遅延プロファイルの形状が報告されて
いる［35，36］。
遅延プロラァイルの電力重み付け標準偏差の値を遅延スプレッド（Delay
spread）と呼び、伝搬路の遅延時間差特性を示す指標として広く用いられている。
遅延プロファイルをP（τ）とすると、遅延スプレッドτ。は（2－6）式によって定義され
る。
τo＝ （2－6）
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2．1．4周波数領域での表現一周波数伝達関数、周波数相関特性、相関帯域幅
周波数領域での伝搬路の瞬時環境表現は周波数伝達関数（Transfer　functiOn）で
ある。周波数伝達関数循（か（プは周波数）は伝搬路の周波数特性を与えるものであり、
以下に示すようにインパルス応答とはフーリエ変換対の関係にある。
T（〃）ニ∫二姻・xp（一j2πノ・）4・・
惚）＝∫二7（〃）・xp（j2πプ・匝
10
5
???????????????? ????? ?? ?? ?? ?（????〉?????
一20
（2－7）
（2－8）
周波数フラットフェージング
　　．25
　　　　　－400　　　　　　　　　　　　　　　0　　　　　　　　　　　　　　　　400
　　　　　　　　　　Frequency（kHz）
　　　　　　　　図2．6周波数伝達関数の例
遅延スプレッドが約1．1μsecの環境、横軸は中心周波数からの偏差
周波数選択性フェージング　　　　　　　　　　　　　　　　　①狭帯域　　　　②広帯域
図2．6は伝搬路の周波数伝達関数の一例である。遅延スプレッドが約1．1μsecの5
波のマルチパス環境を想定した。伝送信号の帯域幅が比較的小さく信号帯域内で周
波数伝達関数が一様とみなせる場合（①）は、信号強度が時間的に変動する場合でも
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伝送される信号の波形歪は生じない・このようなフェージングは（周波数）フラット
フェージングと呼ばれる。これに対して、帯域内で周波数伝達関数が一様でなくな
る（②）と、受信側で復調される信号に波形歪が生じ、ディジタル伝送方式では符号
間干渉誤りが発生するようになる［12，15，16］・これは周波数選択性フェージング
（Frequen（y－selective　fadt㎎）と呼ばれ、特に広帯域ディジタル信号の伝送に
対して大きな問題となる・
周波数伝達関数は伝搬路の瞬時周波数特性を与えるが、周波数に対する統計的表
現としては周波数相関特性がある。周波数相関特性ρ（琿）はAプを周波数偏差として
（2－9）式によって定義される。
ρ（ムア）＝
｛咽丁〔！＋△！，’）｝
｛プ（〃）T（〃）｝●
（2－9）
（2－9）式に（2－7）式を代入して整理すると、
ρ（△∫）＝
∫二P（・）exp（一j2π△！・）4・
　　　　　　　　　　，∫二P（・）4・
（2－10）
が得られる。（2－10）式は、周波数相関特性が遅延プロファイルのフーリエ変換と
して求められることを示している。この相関係数の絶対値が0．5になる周波数偏差
Aプを相関帯域幅（Correlation　bandwidthまはたCoherence　bandwidth）と呼
ぶ。これを革で表す。遅延プロファイルが指数分布によって近似できる場合、伝
搬路の遅延スプレッドと相関帯域幅の問には（2－11）式の関係がある。
　　　1△か娠＝
　　　0● （2－11）
なお、相関帯域幅の計算の際に、相関係数の値として0．5ではなく0．9または1／θ等
を使用する場合もある。ここ⑫は自然対数の底である。
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2．1．5伝搬路の遅延時間差に関する従来の伝搬モデル
伝送する信号の帯域が広くなるとマルチパス波の遅延時間差が伝送特性に影響を
およぼすことを前節で述べた。このような特性の評価には、伝搬路の遅延時間差に
ついてのモデルが必要となる。
見通し外のレイリーフェージング環境においては、遅延スプレッドの値がディジ
タル信号の情報シンボル長に比較してある程度小さい範囲では、この誤り特性は主
に伝送路の遅延スプレッドによって決定されることが明らかとなっている
［12，15，16］。そのため指数関数型遅延プロファイルを簡素化して遅延時間差軸上
の等間隔インパルス列（それぞれの振幅分布はレイリー分布）の集まりとみなしたり
［18，22］、遅延スプレッドが目的の値となるように設定した2波モデル等が用いら
れている［12，15，16］。遅延スプレッドが正しく設定されていれば、2波モデルのよ
うな簡単なモデルでもレイリーフェージング環境におけるディジタル伝送特性の評
価に十分役立っている。
2．2等価伝送路モデル［1］一統計的表現一
次に本節では、周波数選択性仲上一ライスフェージング環境下におけるディジタ
ル伝送特性を簡易に推定可能な伝搬モデル、ETPモデルを提案する。前節までに
述べたように、レイリーフェージング環境では、符号間干渉に起因するディジタル
信号のビット誤り特性は主に伝搬路の遅延スプレッドの値に依存することが明らか
にされており、その特性を活かした2波モデル等が開発されてきた。しかしなが
ら、仲上一ライスフェージング環境を対象とした同様の伝搬モデルはこれまでに検
討が進められていなかった。本研究では、この目的に対してErpモデルを提案す
る。
まず本節では、Erpモデルにの統計的表現について説明する。　IiπPモデルには統
計的表現と瞬時表現の2種類がある。瞬時表現については次節で説明し、最終的に
は両者が同じ物理現象を捉えていることを次節で明らかにする。
本モデルは、変復調方式として同期検波および遅延検波復調によるPSK方式を対
象とする。また、フェージングによる信号強度変動は伝送信号のシンボル長よりも
十分に緩慢であることを前提とする。さらに、遅延時間の対象範囲として、散乱波
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注3の遅延スプレッド（στ、R）および平均遅延（τ配）が伝送信号のシンボル長無の0．3以
下、すなわち、鰍R，恥く0・37む・であるとする・
図2．7は、本章で検討の対象とする仲上一ライスフェージングの遅延プロファイル
を概念的に示すとともに・各伝搬パラメータについて説明している・同図におい
て、PpおよびPRはそれぞれ直接波電力および散乱波成分の平均受信電力である・
???
乃）　ラ 2σ夙R＜一
????
P3
32≡姦砺
　　　　◎◎
?????。。
????
図2．7仲上一ライスフェージングの遅延プロファイル
2．2．1仲上一ライスフェージング環境のキーパラメータ
ETPモデルの統計的表現について説明する前に、まず、本モデルの基本となる仲
上一ライスフェージング環境のキーパラメータについて議論する。
幾つかの遅延プロファイルについて、符号間干渉に起因するビット誤り率等のデ
ィジタル信号の伝送特性についてのシミュレーションを重ねた結果、以下の普遍的
基本的性質があるとの経験的な推測を得るに至った［37，38］。
　　泪さ　こ某白・性丘
　　仲上一ライスフェージング環境において、以下に示すパラメータが等しい場
　合には、その遅延プロファイルの分布形状にかかわらず、符号間干渉に起因す
　るビット誤り率が常にほぼ等しくなる。これらのパラメータを本研究では「仲
一ジングの艇プ。ファイルの直搬成分を除いた残りの部分を
「散乱波」と呼ぶ。
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上一ライスフェージングのキーパラメータ」と呼ぶ。
（i）　散：乱波成分の平均電力と直接波電力の比
（ii）　直接波の遅延を基準とした散乱波成分の平均遅延
（iii）散乱波成分の遅延スプレッド（直接波は除く）
52（≡PR／PD）
恥
στ，R
この推測の妥当性を、次節において計算機シミュレーションによって示す。
2．2．2シミュレーションによるキーパラメータの検証
　ここでは、幾つかの遅延プロファイルについて計算機シミュレーションを行い、
上記キーパラメータが等しければ遅延プロファイルが異なっても同じ結果（符号問
干渉に起因するビット誤り率特性）が得られることを示す。
直接波を除く散乱波成分の遅延プロファイルとして、図2．8に示す8通りのプロ
ファイルを対象として検討する。A－Gの7通りのプロファイルについて、それぞれ
の遅延の値毎（κ：A－G）は、散乱波成分の遅延スプレッドがそれぞれσ超となる値に
設定する。A－Gの7つのプロファイルを構成する各波は包絡線強度分布がレイリー
分布となる遅延時間差軸上でのインパルス信号を仮定した。プロファイルHは3章
で提案する広帯域伝搬モデルである。このモデルは、指数関数型の遅延プロファイ
ルをベースとして、遅延スプレッド、移動局の移動、等のパラメータを入力とし、
遅延プロファイルを構成する遅延波の時系列データを確率的に発生させるものであ
る。これらの散乱波プロファイルに定常波（遅延時間0）を加えることによって仲上一
ライスフェージングの遅延プロファイルを生成する。これらの仲上一ライスフェー
ジングの遅延プロファイルにおいて、平均遅延玩および散乱波部分の遅延スプ
レッドσ蝦は以下の式で与えられる。
τ那＝
黒・・P’
，????
2???
一
??????
（2－12）
στ，R＝
P
??
，
（2－13）
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ここで、Nは各プロファイルにおける散乱波の数であり、　P’は散乱波プロファイル
（全体の遅延プロファイルから直接波を除いたプロファイル：図2・8の各プロファイ
ル）における播目の散乱波の平均電力を示す。
κ噸叶相対電力
↑ぐレイリーフェージング
　　　　　　　　　B　1　11A 1 1
0　　τ　　　A o冤2冤
　　　C11111
　　　　oτ』4冤
???????? ????H
　　　　　　　レ観R
図2．8シミュレーションに用いた散乱波部分の遅延プロファイル
表2．1検討の対象としたキーパラメータの値
Case 52@㌦／7，（㌔R／τ、 Symbo1
1 。。　　一　　〇．1
?
2 。。　　一　　〇．2
?
3 2．0　　0．1　0．1
?
4 2．0　　0．2　0．2
?
5 1．0　　0．1　0．1 △
6 1．0　　0．2　　0．2 ▲
7 05　　0．1　0．1
?
8 0．5　　0．2　0．2
?
この8つのプロファイルに対して、表2．1に示す8つのキーパラメータの組み合わ
せを仮定した場合の符号間干渉に起因するビット誤り率特性を計算機シミュレー
ンヨンによって調べた。表2。1において32→○○はレイリーフェージング環境に相当
する・シミュレーションは、1フレームを情報信号200ビット（ランダム信号）で構
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成し、これを10000フレーム伝送した場合の符号問干渉に起因するビット誤り率
特性を評価した。変調方式としては、同期検波QPSK（CQPSK）およびπ／4シフト遅
延検波QpSK（πノ4－DQpsK）を対象とした。1フレーム内での各散乱波の振幅および
位相は一定であり、隣接フレーム間では無相関とした。帯域制限はロールオフファ
クタが送受で0．5となるルートナイキストフィルタとし、受信信号包絡線が最大と
なる位置をクロックタイミングとして受信信号をサンプリング、受信ビットを判定
した。シミュレーションにおいて雑音は加えていない（Eう／八ら→○○）ので、発生する
ビット誤りは全て符号間干渉に起因するビット誤りである。
10－1
????????＝?」」? ??
10’3
iCQPS耳
llll｝
ll自ll
や　φ　ウ　今　㌣
?????……?…???????，，…?，，，
????……?……???????，??，????? ?? ???…… …
10’1
????????」』???
iπ／4rDQPSKi
や　や　φ　φ　今　φ　φ　や
　　　　　　　　　　　　　　　　　　10－3
　　Type　of　deIay　profile　　　　　　　　　　　　　　　　　　Type　of　delay　profile
　　　（a）同期検波QpSK　　　　　　（b）π／4シフト遅延検波QpSK
図2．9異なる散乱波の遅延プロファイルに対するBER特性（砺／脇→○○）
シミュレーション結果を図2．9に示す。どの設定においても、ほぼ、BER特性は
遅延プロファイルに依存せず、キーパラメータのみに依存しているとみなすことが
できる。ここではCQpSKおよびπ／4－DQpSKを対象としたが、遅延検波
QpSK（DQpsK）、同期検波BPSK（cBPSK）等についても同じシミュレーションを
行い、同様の特性が得られることを確認した。
以上の結果から、少なくとも（巧，R，恥＜0．3乃の範囲における符号間干渉に起因する
ビット誤り率特性に対しては、最初に述べたキーパラメータの概念が正しいと考え
ることができる。
なお、ここでキーパラメータの正当性を証明するために使用した手法（シミュレ
ーション）は理論的手法ではないため、σ蝦，翫＞0．3乃の場合を含む任意の状況にお
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いて常に正しい証明とは言えないが・σ招，砺＞0．3乃の場合には符号問干渉に起因
するビット誤り率が信号伝送に耐えない程度にまで大きくなり・そのような領域で
は特性推定の意義は小さい・σらR，玩く0．3乃の範囲で有効であれば・少なくとも実
際の移動通信環境への適用という観点では十分実用に耐え得る・
2．2．3キーパラメータを用いた遅延プロファイルの変換
前節の議論により、σ姻，玩く0．3乃の仲上一ライスフェージング環境では、符号間
干渉に起因するビット誤りはその遅延プロファイル形状にかかわらず、3つのキー
パラメータのみに依存することが明らかとなった。この性質を用いることによっ
て、任意の遅延プロファイルを簡単な遅延プロファイルに変換して解析を行うこと
ができる。これが町Pモデルの統計的表現の基礎となる。図2．10は先行波（定常波
とレイリーフェージング散乱波の合成、分布は仲上一ライス分布）と遅延波（レイリ
ーフェージング散乱波）の2波からなるモデルに変換した例を示している。
????
芋1
0
O　　Stationary
●　　Rayleigh－distributed
　　（amplitude）
　　　熾2
1一△τ一 Delayτ
図2．10等価変換された2波モデル
図2．10の遅延プロファイルでは以下のように先行直接波、先行散乱波、遅延散
乱波の各電力PD、　PR　1、　PR2、および遅延差△τを決定することによって、任意の仲
上一ライスフェージングの遅延プロファイルを2波モデルに等価変換することがで
きる。
童一∫2σ象。
Pドτ残＋σ裂。’ （2－14a）
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　　　　　　・PR2＿　3τ配
二一τ競＋σ象。’
△。＝・羨＋σ急・．
　　　τ配
（2－14b）
（2－14c）
なお、この等価遅延プロファイルにおいて、砺＝0の場合には（2－14c）式の分母が
0となるが、このような場合には散乱波エネルギーの半分程度が噌般に直接波であ
る定常波成分よりも先行することになり、実際の環境で発生する可能性は極めて低
い。
2．2．4BER特性推定法
符号間干渉に起因するビット誤り率（Bit　Error　Rate：BER）特性の推定方法につ
いてはレイリーフェージングを対象として既に幾つかの手法が提案されている
［39，40］。ここでは、より汎用的な仲上一ライスフェージングを対象として、キー
パラメータおよびそれを用いた遅延プロファイルの等価変換の考えを用いた新しい
BER推定手法を提案する。
前節の議論によって、符号間干渉に起因するビット誤り率特性の推定という目的
に対しては、一般性を損ねることなく任意の遅延プロファイルを簡易な2波モデル
に変換する手法を得た。この2波モデルにおいて、次式によって符号間干渉に起因
するビット誤り率特性を計算する。
BERC伊φ）妬（ろφ；△・）4㎡免 （2－15）
ここで、rは図2．11の2波モデルにおける遅延波と先行波の瞬時振幅比である。遅
延波と先行波の瞬時振幅をそれぞれr2および71とすると」≡72！r1である。同様にφ
は遅延波と先行波の瞬時位相差であり、それぞれの瞬時位相をφ2およびφ1とする
と、φ三φ2一φ1である。！ンはrとφに対する結合発生確率密度関数である。E。。。。は2波モ
デルにおいて、rとφ、および△τの関数として表される符号間干渉に起因するビット
誤り率特性である。E。。。．の詳細については次節において説明するが、ここではこ
れをrBERマップ」と呼ぶ。
まず、メ．について検討する。先行波および遅延波の振幅分布はそれぞれ仲上一ラ
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イス分布およびレイリー分布である・したがって・これらの振幅の確率密度分布乃
および危をそれぞれ次のように表すことができる。
ガ圃二卸C誓團＠。，
渥圃＝二二＠。、
（2－16a）
（2－16b）
ここで、αは定常波の振幅（α＞0）であり、10は第1種0次の変形ベッセル関数であ
る。また、先行散乱波と遅延散乱波の平均電力をそれぞれ2σ12および2σ22と表して
いる。
r1とr2の変動は独立、φの分布は［0，2π）において一様分布であると考えられる・
よって、rとφの結合確率密度分布は、以下の式で与えられる。
弄（卿1・砺）＝却欄・・）誠
＝壼卿（）f（
＝講≒）（）
一会蜘一麦（嵜＋浜鵬）改
一誹L2σ　壽制 （2－17）
ここでFは合流型超幾何関数であり、次の式で表現される［41］。
F團・譜総総；
　　＝葱＠景）ゴ，（f・・α＝穿1），
（2－18a）
（2－18b）
ここでrはガンマ関数である。
（2－14）式のキーパラメータを用いて（2－17）式を表すと、以下のようになる。
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∫瞬鍛色轟即。矧輻i職葺篶）｝・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－19）
同様に、BERマップもキーパラメータを用いてE。。。。［ろφ；（στ，R2＋τ漉2）／砺］と表すこ
とができる。
レイリーフェージングの場合にはα→0、52→∞であるので、みは以下の式にな
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　施φ；一）＝蓋（σ絡γ・　　　（2－20）
なお、次節で説明するBERマップはr＝1を中心としてr＝〆とr＝1／〆（〆＞0）で等しい
特性となる。したがって、rも対数変換しdB表記した変数鳳＝2010g［r］）を用いる方
が数値計算上便利である。そこで、五をωの確率密度関数んに変換すると次式を得
る。
　　　　榊）二去exp幽・xp（旦わ）・φ｝・　　　（2－2・）
ここで、
　　　　わ・201・9（・），　　　　　　　　　　（2－22）
である。
以上の式の展開を基に、後述の定量的評価の項では、（2－15）式に対応する符号
間干渉に起因するビット誤り率特性の積分を以下の計算により求めている。
　　　　BER＝△ω△φ署あ（ω）蝋⑩φ）・　　　　　（2－23）
ここで、△ω（dB）および△φ（ラジアン）は、それぞれBERマップデータにおけるωとφ
の刻み幅である。
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五（または痴）は伝搬特性のみから決定されるものであり・その表現式には変復調
方式のパラメータ等システム的パラメータが入っていない・他方・BERマップは
個々の変調方式に依存するものであり・伝搬パラメータの影響は受けない・した
がって、ここで提案しているErpモデルは「電波伝搬」と「システム」の問を橋
渡しするものの一つであると言える・
2．2．5BERマップ
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（b）π／4シフト遅延検波QPSK方式
図2・11計算機シミュレーションによるBERマップの例（△が7忌＝0．2、．Eろ！騙→○○）
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本節では、幾つかの変復調方式を対象に、計算機シミュレーションによって得た
BERマップの例を示す。文献［39］や［40］で提案されているような解析的手段に
よってBERマップを得ることがより望ましいが、　BERマップを得る方法自体は、
本モデルの本質的な議論内容ではない。
図2．11は、（a）CQpSK、（b）π／4－DQpSKに対して・計算機シミュレーションに
よって求めたBERマップを示している。計算機シミュレーションは、2．2．2節に述
べたシミュレーションと同様の手法とした。両氏は△τ17。＝0．2の場合のものであ
る。これらは一例であり、種々の変復調方式に対しても、同様な方法でBERマッ
プを得ることができる。
　このようなマップは変復調が同じ場合でも、シンボルクロック再生方式の方法あ
るいは個々の装置の性能に起因して、受信機ごとに若干の差があるものと考えられ
る。たとえば、フェージングシミュレータを用いた室内実験等によって使用する受
信機のBERマップを事前に測定して求めておけば、個別の受信機に対する任意の
フェージング環境下での誤り率を本モデルによって評価することができる。
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図2．12CQpSKモデムのBERマップの測定結果例（△τノ乃＝0．2）
図2．12は実験によって取得したBERマップの一例を示している。　cQpsKモデム
を用い、フェージングシミュレータによる室内ハードウェア実験を行った。フェー
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ジングシミュレータの2波の遅延差は△τ／丁声0・2とした・この測定結果は・図
2．11（a）のシミュレーション結果と対応すべきものである・誤り率が大きい領域で
はよく一致しているカミβER＜10－4の領域で両者の特性の差は若干大きい・これは
測定に使用したモデムの性能が理想状態よりも劣化しているためであると思われ
る。
2．2．6提案モデルの評価
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図2．13指数関数プロファイルおよび2波モデルを用いた場合のビット誤り率の
　　　Eゐ／騙特性と、本EfPモデルによるBERフロアの計算値の比較
図2．13は、π／4－QPSK方式に関するビット誤り率特性について、2種類の遅延プ
ロファイルによるシミュレーション結果とETPモデルによる計算結果を示してい
る。
ンミュレーションには、図2．8Hの指数関数遅延プロファイルに定常波を加えて
仲上一ライスフェージングとしたものと、それを2．2．3節において説明した等価変
換によって2波プロファイルに変換した遅延プロファイルの2つを用いた。それぞ
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れ破線が［遅延プロファイルH］＋［定常瀾の結果を、実線が［その等価2波モデル］の
結果を示している。
　ここでは、雑音を加え、平均Eう〃〉。に対する特性を示している。82＝OdB、
σ姻＝玩とし、σ畑＝砺の値を0．05、0．1、0．2と変化させた。なお、σ斌二恥とした場
合には（2－14c）式により△作2σ姻＝2勧となる。
また図2．13には、（2－23）式による計算による結果を「←」で示している。提案
モデルによるBER計算の手順は、以下のようになる。
・対象とするフェージング環境について、3つのキーパラメータを（2－14）式に
よって計算し、それを（2－19）式に代入する。必要ならば（2－21）式を求める。
・△τの値に相当するBERマップを、計算機シミュレーション、解析的手法、室
内実験等、適当な方法によって求める。たとえば、図2．13の結果を得るために
必要なBERマップは、△砿＝0．1，0．2，0．4のマップである。
・（2－23）式にしたがって、BERを計算する。
図2．13からは、符号間干渉に起因するビット誤り率特性のフロア値（Eμ賜が大き
い領域のビット誤り率）が、指数分布遅延プロファイル（H）とそれを簡易な2波モデ
ルに等価変換した遅延プロファイルの両者の間で、よく一致していることがわか
る。また、この簡易2波モデルの考え方をもとに計算によって得られた結果も、計
算機シミュレーション結果とよく一致しており、ここで議論した理論が正しいこと
がわかる。
図2．14はシミュレーションおよび計算によるビット誤り率特性を比較する撒布
図を示している。ここでは、フェージング環境（キーパラメータの値の変化）、およ
び、変復調方式を数種類変化させている。フェージング環境は、表2．1に示す8通
りの組み合わせを行った。遅延プロファイルについても図2．8に示す8通りについ
て調べたが、キーパラメータが同じであればビット誤り率はほぼ等しいので、図
2．14に示す際には、8つの遅延プロファイルに対する平均誤り率を示している。ま
た、変復調方式については、CQpSK、π14－DQpSK、　CBPSKの3方式を調べた。素
図から、フェージング環境や変復調方式の選択にかかわらず、ここで提案したモデ
ルが有効であることがわかる。
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図2．14Erpモデルとリファレンスモデルとのビット誤り率特性の撒布図
以上の結果から、本章で提案したErpモデル（符号間干渉に起因するビット誤り
率特性の評価法）は、仲上一ライスフェージング環境における種々のディジタル伝送
方式に対して十分な精度をもっていることがわかった。
定常波成分のないレイリーフェージング環境（キーパラメータは散乱波の遅延ス
プレッドのみ）については、自由度が向上するので、さらに汎用的な取り扱いが可
能となる。52→○○（α2→0）の場合には、図2．7のプロファイルにおける玩は不定とな
る。したがって、（2－14c）における△τはあるσ畑の値に関して一意に決定しない。
しかし、
△・ニσ裂条＋τ霧．2璽＝2％，
　　　ηz　　　　　　　　　　　　　　1η
（2－24）
の条件が存在する。すなわち、ある△τに対応するBERマップが存在すると、
στR≦△づ2である任意の遅延スプレッドについてのBERフロア推定が可能となる。
たとえば、△τノ乃＝05であるBERマップがあると、勧／器二〇．25、0．1（または0．4）、
0・021（または0．479）と設定することによって、鰍R／：酌二〇．25、0．2、0．1のレイリー
フェージング環境における符号問干渉に起因するビット誤り率フロア値を計算でき
るも
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　図2．15は、一つのレイリーフェージング環境におけるBERフロアを複数のBER
マップを用いて計算した例である。わずかに△τへの依存性がみられるが、どの
BERマップを用いてもほぼ等しい結果が得られていることがわかる。
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図2．15レイリーフェージングにおけるBERフロアの推定
2．2．7仲上一ライスフェージング環境における伝送特性推定への適用
本節では、ここで提案したETPモデルを用いて仲上一ライスフェージング環境の
BERフロア推定を行う。
実際の測定等では一般的に直接波と散乱波の分離は容易ではなく、遅延スプレッ
ドについても測定可能であるのは直接波を含んだ全体の遅延プロファイルについて
の遅延スプレッドであることが多い。図2．7の仲上一ライスフェージング環境の全
体の遅延スプレッドτ。は、3つのキーパラメータを用いて次のように表すことがで
きる。
鴛＝1鼻（1撫＋σ報）・ （2－25）
ここでは、仲上一ライスフェージング環境において以下の二つのBERフロアを比
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較してみる。
．フェージング環境を仲上一ライスフェージングと捉え、ここで提案した計算を
行った結果
．フェージング環境を、仲上一ライスフェージング全体の遅延スプレッドに等し
い遅延スプレッドを有するレイリーフェージングと捉えて、ここで提案した計
算を行った場合（この場合を等価レイリーフェージングと呼ぶことにする）
　図2．16ばCQpsK、π／4－DQpsK・cBPSKを対象に・στR／器＝τ冠器＝o・05・0・1・
0．2、0．3とし、上記二つのモデルを用いた場合のBERフロアの計算結果を示してい
る。実線が仲上一ライスフェージングと捉えた場合、破線が等価レイリーフェージ
ングとした場合を示している。両者の結果を比較すると、52がOdBを超える領域で
は両者の差は小さいことがわかる。すなわち、直接波成分が散乱波成分と同じ弓鍍
かそれ以下の場合には、仲上一ライスフェージング環境全体を一つのレイリーフェ
ージングと捉えて計算を行っても十分な精度でBERフロア推定が可能である。一
方、52が一2dB以下の場合には両者の差はかなり大きく、　BERフロアを推定するに
はフェージング環境を仲上一ライスフェージングとして正しく把握することが必要
であることがわかる。ここで提案した手法は、このような環境における高精度の
BER推定が可能であり、フェージング環境がシステム設計に大きな影響を与える
ような場合に特に有効である。
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図2．1682に対するBERフロア特性
2．3等価伝送路モデル［II］一瞬時表現一
前節では、遅延プロファイル（伝送路の瞬時インパルス応答を短区間中央値が一
定とみなせる領域内で電力的に平均したもの）を対象としたETPモデルを議論し
た。本節では、瞬時の遅延時間差の特性であるインパルス応答そのものを簡易なモ
デルに変換する「瞬時表現としてのIi弧Pモデル」を議論する。また、その結論か
ら、経験的な手法から出発した統計的表現の理論的根拠が得られることを述べる
2．3．1伝送路のインパルス応答
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図2．17伝送路のインパルス応答モデル
伝送路のインパルス応答雇切を、遅延軸上のインパルス波（これをここでは素波
と呼ぶ）の集合である次式としてモデル化する（図2．17（a））［32］。
　　　　洞二砺δ（・）＋蕩傷（∫）δ｛砿（’）｝・　　　　（2－26）
ここでδ（τ）はKroneckerのデルタ関数である。碗は定常波成分の複素振幅であり
その遅延時間は：）とする。のおよびη（た＝1，2，．．．）は、それぞれ播目の素波の複素振
幅および定常波を基準とした遅延時間である。このインパルス応答を有する伝送路
の伝達関魏（〃）は以下の式で表される。ここ｝醍は搬送波周波数である。
　　　　咽＝6・＋黒姻♂・肱（弁・蹴　　　　　　（2－27）
2・3・2瞬時プロファイルの等価変換
一39一
2　上一一　ス　ェー。“’　暢晴の　　一’美　モーレ
次に、△τの等間隔遅延時間毎に配置されだ〉波の遅延波で表されるインパルス応
答を考える。1番目の散乱波成分の側波の遅延時間は定常波成分に等しいものとす
る。これを図2．17（b）に示す。
　このインパルス応答妬午睡およびその伝送路の周波数伝達関数職位のは以下の
式によって与えられる。
　　　　幅切・砺δ（・）＋激蝋’）δ｛τ＋1）△・｝・　　（2－28）
　　　　㌦〔！，’）≡旧恩蝋・）♂j耽（声胴砥　　　　　（2－29）
ここで、8蝋ηは、η番目の素波の複素振幅である。
次に、搬送波周波数たにおいて、（2－29）式の伝達関数の値と伝達関数の配番目の
導関数伽＝1，2，．．．，N－1）の値が（2－27）式のそれらと等しくなるように磁砺を設定
することを考える。この手法では、Nの値が大きくなるほど、近似の程度は向上す
るものと予想される。上記処理を式で表現すると、以下のようになる。
　　　　雫L架），（f…一q1，2，…，酔1）・（か3・）
　　　　　　　　／冨ん　　　　　　　　　∫＝左
吻≧1の場合には、上記偏微分は以下のように変形できる。
架し茎畠←偽レ（脇，
雫）二三←卵）亙｝儲圃伸汐・
したがって、（2－30）式は以下のように表現できる。
　　　　ア　　　　　　　　　　　　　寺巡’）＝混畠（τ）・（作。）・
　　　馬偏｛一」2π（　1）△・γ＝茎¢（一j2πず・（1≦潜・）・
（2－31）
（2－32）
（2－33）
（2－34）
ハ個の未知数叫醐，8蝋2，＿，　彪洋式は、このN元酸次連立方程式を解くことに
よって求めることができる。これによって、励磁で近似された等価インパルス応答
　　　　　　　　　　　　　　　　一40一
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を得たことになる・
具体的に、1＞＝1，2，3の場合を以下に示す・
〇四』1（周波数フラットフェージング）
　　　　　　　　　　 妬1，、（’）・Σ諺・ω・
餌＝2（2波周波数選択性フェージング）
　　　　　　　　　　　の　　嘱’）＝茎¢（り一点響（’），
　　　　　　　　ゆ嘱，）。Σ響（彦）．
○卿』3（3波周波数選択性フェージング）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ね　　　　蜘（　＝蕩姻一3勢（　＋襟～（’），
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　嘱　＝2塾　）一鷺～　），
　　　　　　　　こむ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　嘱’）＝一頭讐ω遇繁（’）．
（2－35）
（2－36a）
（2－36b）
（2－37a）
（2－37b）
（2－37c）
いずれにおいても、遅延時間間隔△τの値の設定には自由度がある・しかしなが
ら、その設定は全体としてのフェージング環境の表現（すなわち、遅延プロファイ
ルのような統計量）に対して無理がない値に設定するのが望ましいものと考えられ
る。つまり、ここでの基本的な考え方は、搬送波周波数んの周りで伝達関数の近似
精度を高めることにあるが、結果として適用範囲がより広帯域であることが望まし
い・そこで、次の2つの方法を考える。
○遅延時間差色⇔の設定方法［1］
等価伝送路表現の！＞波ば瞬時変動の伝達関数7顯姻のを搬送波周波数を中心とし
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て目的とする伝達関数7（〃）に一致させるために協調して変動するため、各波の時
間的変動は一般に相互に相関を有するものと予想される。ここでは、それがちょう
ど無相関となるような△τを設定することを考える。
！＞』2の場含には先行散乱波と遅延散乱波の相関はρ。1。2は先行定常波、先行散
乱波、遅延散乱波の平均電力をそれぞれPD、　P。2，1、　P。Z2として、
ρα1α2≡
〈6。2，1δ；、，2〉
P，2、P。λ2
（妾一劉
　　　，P。21p。乳2
（2－38）
であるので、先行波と遅延波の相関がゼロとなる遅延時間差△τが存在し、その値
は、
　　ユ　　　　　ムτ＝τ・＋σ・・，
　　　τ鷹
（2－39）
である。1＞』3以上では、調整可能な変数が△τ1つだけであるので、任意のプロファ
イルに対して3つの散乱波がお互いに無相関になるような値は存在しない。なお、
瞬時表現という目的のためには、1＞≧3の場合にも任意の△τを用いてよく、1＞』2から
得られた（2－39）式を用いても問題ない。
○遅延時間差（へτ）の設定方法［皿］
実環境と等価伝送路で実現された環境の周波数相関特性が搬送波周波数の周りで
等しくなるように△τを設定する。（2－30）式は瞬時の周波数特性を扱っているのに
対して、ここで扱う周波数相関特性は伝送路の統計的性質である点が異なってい
る。ここでは、電力値の周波数特性の相関ρ翻2に着目する。
仲上一ライスフェージング環境の周波数相関特性は、Aκ瓢）の関数として次式
で与えられる［13］。
蝋ム！）・　　2P。＋瑞
醐＝無闇帥砒・
2ろReal［爾）］＋蝋ムノ）ρ二（ムノ）
　　　　　　　　　　　　　，
（2－40）
（2－41）
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